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Our company ------ 財務ハイライト

売上高推移 売上高構成比

セグメント情報（連結消去前）

*1 自己資本＝純資産－少数株主持分 　
*2 ROA（税引後営業利益ベース）＝税引後営業利益／（（期首総資産＋期末総資産）／2）
*3 ROE＝当期純利益／（（期首自己資本＋期末自己資本）／2）
*4 金額は、億円未満を切り捨てして表示

（米ドルによる金額は、読者の利便のため、2010年3月31日の実勢為替相場である1ドル＝93.04円に基づき、日本円金額を米ドル金額に換算したものです。）
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事業年度（億円） 2010 2009 2008       2007 2006       2010

売上高 ¥ 14,449 ¥ 15,241 ¥ 14,823   ¥ 14,083 ¥ 14,017 $15,530

営業利益 997 847 1,055   1,551 1,712 1,071

当期純利益 418 339   417   659 768 449

販売電力量（百万kW） 83,392 85,883 88,082   84,399 82,956

　一般需要（百万kW） 60,985 61,859 62,873   60,706 60,765

　大口産業用需要（百万kW） 22,407 24,024 25,209   23,693 22,191

事業年度末（億円）

総資産 40,541 41,108 40,597   40,388 41,023 43,574

自己資本＊1 10,717 10,547 10,670   10,816 10,527 11,519

有利子負債残高 20,047 21,106 20,400   20,317 21,049 21,547

一株当たり（円・ドル）

当期純利益 88.38 71.84 88.19   139.37 161.67 0.95

配当額 60.00 60.00 60.00   60.00 60.00 0.64

財務指標（%）

ＲＯＡ＊2 1.6 1.3 1.7 2.4 2.7

ＲＯＥ＊3 3.9 3.2 3.9 6.2 7.6

自己資本比率 26.4 25.7 26.3 26.8 25.7

主要財務指標（連結）
3月31日に終了した事業年度
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その他の事業 265億円
情報通信事業 991億円

エネルギー関連事業 1,638億円
電気事業 13,121億円
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売上高 営業利益 当期純利益

1株当たり当期純利益 ROA

有利子負債残高 自己資本／自己資本比率 DEレシオ
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見通しに関する注意事項
このアニュアルレポート中で述べられている九州電力グループの戦略や見通しなど、将来
の事項に関する記述は、現在入手可能な情報に鑑みてなされた九州電力グループの仮定
及び判断に基づく将来の予想に関する記述であり、実際の結果を保証するものではありま
せん。様々な不確実性により実際の業績、経営結果はこれらの記述とは異なる可能性があ
ります。投資家の皆さまにおかれましては、本書に含まれます将来の見通しのみを根拠とし
て投資判断をすることに対しては十分ご注意いただきたくお願い申し上げます。



Our 
COMPANY

九州電力グループは、お客さまに電力・エネルギーを
しっかりお届けするとともに、快適で環境にやさしい
持続可能な社会の創造に貢献する事業を展開しています。

「快適で、そして環境にやさしい」
そんな毎日を子どもたちの未来につなげていきたい。

それが、私たち九州電力の思いです。

九州電力は1951年の創立以来、「電力を安定してお客さまにお届けする

ことを通じて、お客さまの生活や地域社会に貢献する」ことを使命と捉え、

戦後の復興から始まり、経済成長に伴う電力需要の拡大、オイルショック、

高度情報化の進展、電力自由化など、時代の大きな変化に対応してまい

りました。今後もこの社会的使命を果たすため、挑戦を続けてまいります。
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九州電力は、環境にやさしいエネルギー事業をコア事業と位置づけ、

川内原子力発電所3号機増設計画やプルサーマル発電の安全運転な

どの原子力発電を推進していくとともに、再生可能エネルギーの導入

に積極的に取り組んでいます。また、再生可能エネルギーの安定的な

供給を行うための研究や実証試験を行っております。

A. 現在の国内のエネルギーは、大部分を海外からの輸入に頼って

おり、世界情勢に影響されることが多いため、エネルギーセキュリ

ティの確保が極めて重要であると考えています。また、地球温暖化

への対応として、CO2等の温室効果ガスの排出削減に向けた取組

みが喫緊かつ永続的な課題です。このようなことから、当社では

エネルギーの長期安定確保とわが国が目指す低炭素社会の実現

に向けて、原子力を電源の中核と位置づけ推進するとともに、太

陽光や風力などの再生可能エネルギーを積極的に導入しています。

　特に、原子力については、安全・安定運転の継続と積極的な

情報公開を行うとともに、2019年度を目途とする川内原子力発

電所3号機の開発に向け、地域の皆さまにご理解とご協力をい 

 

ただけるよう、地域に密着した理解活動を進めています。また、

玄海原子力発電所3号機におけるプルサーマルについても、安

全運転を最優先に取り組んでいます。

　電力流通設備については、需要動向、お客さまからみた供給

信頼度、設備の安全面や運用面、コスト等を総合勘案し、長期

的な観点から効率的な設備形成を図っています。また、通常想定

される設備の事故等で停電を生じない設備形成を基本に、大規

模な自然災害等で設備が破損しても広範囲・長時間の停電を生

じない基幹系統の構築にも取り組んでおり、現在、皆さまのご

理解・ご協力を得ながら50万Ｖ北九州幹線や、50万Ｖ日向幹

線の新設に取り組んでいます。

　CO2排出抑制に向けた取組みでは、2008〜2012年度平均

の販売電力量あたりのCO2排出量を1990年度比で20%程度

低減する目標を設定しており、電気の供給面と使用面での取組

みに努めるとともに、京都メカニズムの活用などにより、目標を

達成できる見込みです。中長期的には、CO2をより一層抑制すべ

く、川内原子力発電所3号機や新大分発電所3号系列第4軸の

開発、さらには風力・太陽光の積極的な開発・導入を計画して

おり、2020年度には販売電力量あたりのCO2排出量を1990年

度比で3割程度削減できる見通しです。

　また、今後の再生可能エネルギーの大量導入に備え、次世代

送配電網であるスマートグリッドの研究や、太陽光・風力と蓄

電池を従来の内燃力発電に加えた離島マイクログリッド実証試

験など、環境にやさしいエネルギーを安定的に供給するための

取組みを行っています。

中期経営方針で掲げている長期的な電力の安定供給と地球環境問題へ
どのように取り組んでいますか？
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Q.2

Our strategy ------ 社長インタビュー
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電力供給面だけでなく、使用面でも「省エネ快適ライフ」の推進やお客さま

の課題解決に資するエネルギーの総合的な提案を行うことで、お客さまの

CO2排出量を削減し、環境にやさしい生活・社会づくりに貢献してまいり

ます。今後も、更なるエネルギー利用の効率化を図っていくために、オール

電化やエコキュートの更なる普及に注力してまいります。

A. 当社では、ライフラインとしての電力の重要性の高まりを

踏まえて、送配電系統の整備や無停電工法の導入、配電自

動化の推進などにより、信頼度を高水準に維持するための取

組みを行っております。また、需要動向やお客さまニーズに応

じた効率的・合理的な設備を形成することで質の高い電力を

お届けすることに努めています。

　快適性に加えて、地球規模での資源・環境問題に正面から

対処するためには、原子力の推進や再生可能エネルギーの開

発・導入などの当社供給側の対策だけでなく、お客さま側で

の省エネルギーについても、積極的に支援していくことが重要

であると考えております。

　そこで、当社では法人のお客さま向けに、効果的な省エネ

手法の紹介や、効率的で快適な電化厨房や高効率ヒートポン

プ空調・給湯システムの普及に取り組むなど、環境意識や快

適性志向などの多様なニーズや課題を解決するためのエネル

ギーの総合提案を行っています。また、個人のお客さまに対し

ても、ムリなくムダなく電気を上手に使っていただき、快適で

環境にやさしい生活をお送りいただく「省エネ快適ライフ」の

推進に取り組んでおり、省エネルギー効果の高いエコキュート

を中心としたオール電化の普及促進に注力しております。

　2010年4月末には、オール電化住宅の累計戸数は60万戸

を突破し、この4年間でおよそ2倍の増加となっています。また、

高効率の電気給湯器である家庭用エコキュートについては、

2009年度末までに累計23万台が普及していますが、今後の

展開としては、2013年度末までに累計台数50万台を目標として取

り組んでいます。

　このような、エネルギー利用の効率化に向けたサービスをお客

さまの生活の中においても付加価値の高いサービスとして提供し

ていくことで、当社だけでなくお客さまとともにCO2排出量の削減

に向けて努めております。

快適性・環境性の両立した付加価値の高いサービスについても
注力していますが、どのように取り組んでいますか？

中期経営方針で掲げている長期的な電力の安定供給と地球環境問題へ
どのように取り組んでいますか？
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設備投資や修繕費・諸経費の効率化に向けた取組みを行うとともに、

情勢変化に対応できる柔軟で、多様な収益源を持つ収支構造を目指し

ています。また、リスク評価を踏まえた適切な経営資源の配分や効率

性の向上を図るとともに、柔軟な燃料調達ポートフォリオの確立などを

通じた燃料コストの低減にも努めています。

A. 当社では、収益構造をより一層強化していくために設備投資

や修繕費・諸経費の効率化に取り組んでいます。設備投資の効

率化に向けては、対策時期や工事範囲の見直しなどに努めてい

ます。また、修繕費・諸経費については、点検実績などを踏まえ

たリスク判断による工事実施時期の調整、費用対効果を踏まえ

た対象範囲の絞り込みなど、業務全般にわたる徹底した効率化

に取り組んでおります。

　また、中長期的には燃料調達が一層困難化していくと予想さ

れる中で、燃料の長期安定確保及び経済的調達を目的として上

流権益の取得を進めるなど、安定調達を確保しつつ、調達先の

分散化、契約期間・価格決定方式の多様化などを推進し、燃

料コストの低減及び安定化を図っています。当期では、2010年1

月に豪州新規LNG開発・生産プロジェクトへの参画について

基本合意書を締結しました。

　このような施策のもと、業界トップクラスの原価水準を確保す

るとともに、コスト面での効率化を進め、強靭な経営体質を築

くことで収益改善を図り、安定配当の継続に努めてまいります。

また、海外におけるエネルギー事業など収益源の多様化により、

収益構造の強化を図って行く方針です。

電力事業では、設備形成をはじめとするさまざまな費用による収益の圧迫が
懸念されますが、収益構造の強化に向けてどのように考えていますか？
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　養成費、研究費、諸費の9費目の合計

Q.4
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今後も予想される厳しい収支環境において、多様な収益源

の一つとして海外事業の展開による新たな収益源の確保を

目指しています。また、経営環境の変化を踏まえた組織体制

を構築し、より総合力を発揮できる組織を目指します。

アジアを中心に、海外での事業を積極的に展開していますが、
どのような成果を期待していますか？

電力事業では、設備形成をはじめとするさまざまな費用による収益の圧迫が
懸念されますが、収益構造の強化に向けてどのように考えていますか？

A. 当社では、電力自由化の進展を視野に入れ、2000年7月に

本店の発電、電力輸送、販売、新規事業開発の各部門に本部

制を導入しました。これについては、経営幹部のリーダーシップ

のもと、迅速かつ効果的な業務執行に大いに効果を発揮してき

たと評価しています。

　しかし、当社を取り巻く経営環境はこの10年間で大きく変化

しており、複雑化・多様化する経営課題に迅速かつ的確に対応

していくことが必要です。そのため、責任の明確化を図り、経営

の意思決定の更なるスピードアップを図るとともに、経営幹部の

リーダーシップのもと、関連する部門が有機的に連携し、経営

資源の有効活用や人材育成等に一体となって取り組み、企業と

しての総合力を一層発揮していける体制の構築を目指して、

2010年7月、本部制の導入を拡大しました。

　具体的には、8本部（本部内の部19部）と本部に属さない12

部からなる本店を、14本部（同34部）と1室からなる体制に見直

し、重要な経営課題への対応体制の強化を図るため、海外IPP

事業や上流権益取得、燃料調達等を行う国際事業本部、ス

テークホルダーとのコミュニケーションを統括する地域共生本

部などの本部を設置するとともに、再生可能エネルギー等の開

発・管理を行う発電技術開発部などを新設しました。

　今後、支店・現業機関についても、現場力の強化や地域社

会への積極的な貢献などのため、電力供給や地域対応に関す

る責任を明確にする組織への見直しを検討していきます。

2010年7月、本店の組織を見直し、本部制の導入を拡大しましたが、
どのような狙いがあったのですか？

Q.5

Q.6

A. 国内での販売電力量は、中長期的には着実な伸びを見込む

ものの、今後10年間で年率0.7%の増加を予想しており、国内

電気事業は緩やかな成長が予測されます。そこで、当社では海

外におけるエネルギー事業を企業価値の更なる創出に向けた原

動力として取り組んでいます。当社が九州で培ってきたノウハウ

や最新技術を活かせることと、環境や安定供給の面で日本国内

と比べて改善の余地が大きいことなどから、発電事業、コンサ

ルティング・環境関連事業に参画しています。

　現在の海外における持分出力は約130万kWで、累計の投資

額は約300億円ですが、今後の10年間で投資規模を累計で

1,000億円程度とし、持分出力は300万kW相当まで拡大する予

定です。また、長期的には安定した収益源としても期待していま

す。これらの事業を通じて、海外においてもエネルギーの安定供

給や効率性向上に貢献するとともに、地球規模のCO2排出量

の削減にも寄与してまいります。

16



九州電力グループ全体でグループの基本理念を共有するとともに、

CSRへの取組みを推進することで、グループ一丸となって企業価値

向上に努めてまいります。また、配当については、安定配当の継続を

基本とし、配当維持に最大限努力してまいります。

A. 当社は、グループ全体で経営の基本的な考え方を共有し、グ

ループが一体となった取組みを進めていたくめに、2009年3月の

「長期経営ビジョン」策定とあわせて、「九州電力グループ経営

の基本的な考え方」を制定しました。この考え方では、「私たち

は、いつの時代においても、お客さまに電力・エネルギーをしっ

かりお届けするとともに、社会・生活の質を高めるサービスを提

供することを通じ、快適で環境にやさしい持続可能な社会の創

造に貢献します」を基本理念としています。これらのビジョンや

考え方をグループで共有し、グループ全体として経営の効率性、

収益性の向上を目指すとともに、グループ全従業員が共通認識

を持って、グループ企業価値向上に取り組んでまいります。

　また、グループ全体でCSRへの取組みを推進するため、グルー

プCSR推進部会を年に2回開催しており、行動計画の周知やそ

れに基づくPDCAの確実な実施を図っております。

　今後もグループ一丸となって、快適で環境にやさしい持続可

能な社会の創造に貢献するために、CSRの観点に基づいた経

営に注力してまいります。

A. 当社は、長期的な視点で諸課題に的確に対応し、企業とし

て社会的に求められる様 な々価値を提供していくことが、持続的

な企業価値を創出することになると考えており、それは、長期的

な株主・投資家の皆さまの利益につながるものと考えています。

　また、配当については、安定配当の確保を基本としつつ、海

外事業なども含めたグループ全体の中長期的な収支見通しなど

を勘案しながら決定することとしており、当面は、年間配当60

円の維持に最大限努力する所存です。　

　今後もグループ一丸となって取り組んでまいりますので、株主・

投資家の皆さまには、より一層のご支援をよろしくお願い申し上

げます。

九州電力グループの総合力を発揮するために、
どのように取り組んでいますか？

最後に、今後の株主還元の
考え方について教えてください。

Q.7

Q.8

Our strategy ------ 社長インタビュー
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九州電力グループの総合力を発揮するために、
どのように取り組んでいますか？

最後に、今後の株主還元の
考え方について教えてください。

安全第一の徹底

　当社は、安全を最優先することをすべての事業活動の基本としていますが、2009年度は、発電所

点検中の作業員が死亡するという大変悲惨な事故が発生しました。労働災害事故の発生件数も、一

進一退を繰り返す状況にあります。また、供給支障事故においても、労働災害には至ってないものの、

一歩間違えば人身事故につながりかねない、ヒューマンエラーに起因した事故が発生しています。こ

れらの事故の多くは、過去の成功体験や慣れから起こるリスク認識の低下が主な発生原因となってお

り、その防止に向けては、安全文化の一層の浸透と、「人はエラーをする」ことを前提としたフェイル

セーフの考え方を設備形成に活かしていくことが必要であると考えています。このため、過去の災害事

例を含めた事故情報の共有や、危険体感研修等を通じて、過去を教訓として安全に対する意識を高

め、危険予知を一層徹底するとともに、公衆の安全や供給信頼度の維持・向上の観点での設備対策

などに取り組んでいます。

　また、2010年度には、新たに安全推進部を設置し、安全に関する知見を部門横断的に結集して、各

部門の安全管理に積極的に関わりながら、安全文化の浸透に向けた取組みを進めます。当社は、今後

もこうした取組みを通じ、安全文化の更なる浸透、安全をより重視した設備形成を図りながら、引き続

き安全第一の徹底に努めます。

経営上の重要事項への対応

玄海原子力発電所訓練センターシミュレーター室
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02

Our
operations

　玄海原子力発電所3号機は、2009年12月2日に国の最終検査に合格し、国内で初めてプル

サーマルを開始しました。現在は、定格熱出力一定の状態で順調に運転を行っています。原子

力発電所では、運転中、定期的に原子炉内の一次冷却材（水）の放射性よう素の濃度を測定し、

燃料棒（被覆管）に微小な穴などが発生して燃料棒中の放射性物質が一次冷却材中に漏れ出し

ていないかを確認しています。MOX燃料を装荷した玄海原子力発電所3号機では、運転中の

燃料の健全性を確認するため、一次冷却材中のよう素濃度測定頻度を週3回から4回へ強化し

ており、その結果は、計画どおり燃料が燃焼していることを示すデータとあわせてホームペー

ジで公開しています。また、原子炉起動後に、原子炉で実際に制御棒の効きを確認することに

より制御棒が十分な余裕を持って原子炉を停止させる能力（原子炉停止余裕）を持っているかを

確認する検査を実施し、ウラン燃料の場合と同程度の停止余裕を持っていることを確認し、そ

の結果についてもホームページで公開しています。

　日本では、将来にわたってエネルギーの安定供給を図るため、原子燃料サイクルの実現を目

指しており、国内の電気事業者は遅くとも2015年度までに合計16～18基でのプルサーマルの

実施を計画し、2009年度末時点では当社を含む2社がプルサーマルを開始しています。

プルサーマルの安全性と

国内全体での進捗状況

中国電力
島根2号機（島根県松江市）

九州電力
玄海3号機（佐賀県玄海町）

関西電力
高浜3、4号機（福井県高浜町）
※フランスにてMOX燃料製造完了

関西電力
大飯（1～2基）（福井県おおい町）

日本原子力発電
敦賀2号機（福井県敦賀市）

中部電力
浜岡4号機（静岡県御前崎市）

※発電所内にMOX燃料搬入済

日本原子力発電
東海第二（茨城県東海村）

北陸電力
志賀（1基）（石川県志賀町）

北海道電力
泊3号機（北海道泊村）

電源開発
大間（青森県大間町）（建設中）

※MOX燃料の加工契約締結済

地元了解済
地元了解前

※2010年3月18日に地元自治体が同意

※MOX燃料の加工契約締結済

※三つの技術的条件（耐震安全性、高経年化対策、
 MOX燃料の健全性）が全て満たされることが
 プルサーマルの実施受け入れの必要不可欠な条件。

東京電力
福島第一3号機（福島県大熊町、双葉町）

プルサーマル開始済

東北電力
女川3号機（宮城県女川町、石巻市）

四国電力
伊方3号機（愛媛県伊方町）

※MOX燃料の加工契約締結済
。

電気事業者のプルサーマル計画の状況（2010年3月末現在）

※�東京電力は、立地地域の信頼回復に努めることを基本に、
福島第一3号機を含む東京電力の原子力発電所の3～4基
で実施の意向。

出典：資源エネルギー庁ホームページを基に作成
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Our
operations

九州電力グループでは、環境にやさしいエネルギー事業をコア

事業とし、社会・生活サービス事業への多角化に際しては、 

コア事業との相乗効果が期待でき、社会的意義の高い事業を

優先し、リスクや収益性を踏まえた上で事業展開しています。

持続的な企業価値の
創出 に 向けて
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原子力発電の方針

　原子力発電は、燃料調達の長期安

定性、運転時にCO2を排出しないこと、

経済性など、エネルギーセキュリティ面、

地球温暖化対策面などで総合的に優

れていることから、電源の中核として発

電電力量構成比で50%程度を目標に

開発を推進しています。

　当社では、安全性の確保を大前提

に、プルサーマルをはじめ、原子燃料サ

イクルの確立に向けた取組みを推進す

るとともに、予防保全対策、高経年化

対策の徹底、品質保証活動の充実な

どにより、より一層の安全性・信頼性の

向上に取り組みます。

中長期視点での取組み

　当社は、2009年12月、使用済燃料

を再処理して取り出したプルトニウムを

MOX燃料として再利用するプルサーマ

ルを玄海原子力発電所3号機にて開

始しました。これは、わが国初の営業

運転開始で、原子燃料サイクルの確立

に大きく貢献しています。

　また、川内原子力発電所3号機につ

いては、今後、中国、インドなどの経済

発展に伴い化石燃料調達の困難化が

予想されることや、地球温暖化対策に

おける国の施策（2020年CO2排出量

1990年比▲25%）を踏まえると、低炭

素社会実現に向けて早期開発が必要

であり、2019年度を目途に開発を予定

しています。

Nuclear 
Power

OUR OPERATIONS --- 持続的な企業価値の創出に向けて
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　当社の原子力利用率は、平均すると

80%を超えた水準で推移しています。これ

は、国内電力10社平均と比較して高い水

準であるといえます。2010年度は、一時的

に80%を下回る計画ですが、これは主要

機器取替えなどを予定しており、定期検査

に伴う停止日数が比較的多いためです。原

子力発電では、1ポイントの利用率向上で

30万トン／年のCO2削減効果があります。

九州電力の強みを活かした

将来への布石

原子力利用率の推移
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重要性が高まる原子力の
開発推進と利用率の高水準維持

原子力発電は国内の総発電量の約3割を賄い、九州電力では約4割を占めてい

ます。当社は、燃料調達の長期安定性、運転時にCO2を排出しないこと、経済性

など、エネルギーセキュリティ面、地球温暖化対策面などで総合的に優れている

ことから、原子力発電を電源の中核として推進しています。

川 内 原 子 力 発 電 所 22




